
（平成２２年９月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認徳島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



徳島厚生年金 事案468 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間の

うち昭和56年12月から57年11月までの期間については20万円、同年12月か

ら59年６月までの期間については17万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和54年５月から59年６月まで 

    私がＡ事業所に勤務していた申立期間について、社会保険料等を控除

された後の金額で17万から20万円の給与を支給されていたにもかかわら

ず、社会保険事務所（当時）の記録における標準報酬月額は実際の給与

支給額に見合う標準報酬月額より低い額で記録されているため、調査の

上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

    なお、私はＢ事業所で厚生年金保険に加入しているが、Ａ事業所とＢ

事業所は同一の会社である。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することになる。 

また、適用事業所名簿において、申立人が勤務していたとするＡ事業

所は厚生年金保険の適用事業所に該当しておらず、Ｂ事業所は、申立期

間当時、厚生年金保険の適用事業所に該当していることが確認できる一



方、法人登記簿謄本において、Ａ事業所は現存しており、Ｂ事業所は昭

和59年３月31日に解散していることが確認できるところ、Ａ事業所は、

「Ａ事業所の従業員については、Ｂ事業所の従業員として健康保険及び

厚生年金保険の加入手続を行っていた。」と供述している。 

２ 申立期間のうち、昭和56年12月から57年11月までの期間については、

申立人から提出された昭和57年分源泉徴収票に記載されている支払金額

等を検証した結果、申立人は、当該期間において22万円の報酬月額を支

給されていたことが推認できるとともに、申立人から提出された同年１

月から同年11月までの期間に係る家計簿の記載内容等を検証した結果、

申立人は、当該期間において20万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保

険料を給与から控除されていたことが推認できる。 

また、申立期間のうち、昭和57年12月から59年６月までの期間につい

ては、申立人は当該期間に係る源泉徴収票等は所持していないが、ⅰ）

申立人から提出された57年12月から59年６月までの期間に係る家計簿の

記載内容等を検証した結果、申立人は、当該期間においても、前述の56

年12月から57年11月までの期間と同様に、20万円の標準報酬月額に見合

う厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが推認で

きること、ⅱ）申立人から提出された前述の家計簿で確認できる当該期

間における最も少ない給与手取額が16万5,765円であることから判断す

ると、申立人は、当該期間において、少なくとも17万円の標準報酬月額

に見合う報酬月額であったことが推認できる。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人の標準報酬月額について

は、昭和56年12月から57年11月までの期間については20万円、同年12月

から59年６月までの期間については17万円に訂正することが妥当である。 

なお、昭和56年12月から59年６月までの期間に係る厚生年金保険料の

事業主による納付義務の履行については、事業主が実際に支給していた

報酬月額を届け出ておらず、基本給のみを報酬月額として届け出たこと

を認めていることから、社会保険事務所は、申立人が主張する報酬月額

に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

     ３ 申立期間のうち、昭和54年５月から56年11月までの期間については、 

申立人は当該期間に係る源泉徴収票及び給与明細書を所持しておらず、

当該期間のうちの55年９月及び同年10月に係る家計簿の記載内容しか確

認できないことから、申立人の当該期間に係る報酬額及び厚生年金保険

の控除額について検証することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間についてその主張



する標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 



徳島厚生年金 事案469 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和34年６月16日から36年４月１日まで 

    私は、Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）Ｃ工場に昭和34年５月12日に入

社した。入社した時点では、同社Ｃ工場は建設中でまだ操業しておらず、

私は、同社Ｃ工場の担当者として建設現場の監督等の業務に従事してい

たが、同年６月13日に、業務中の負傷により直ちに入院することとなっ

た。 

その後、再度同社Ｃ工場の業務に従事すること無く、入院中の昭和36

年３月31日をもって退職したが、入院期間中も同社から給与が支給され

ていたと記憶している。 

    入院中の昭和34年６月16日にＡ事業所Ｃ工場が厚生年金保険の適用事

業所に該当することとなったが、同日から退職するまでの期間において、

私の厚生年金保険の被保険者記録が確認できず納得できない。 

    申立期間について調査の上、厚生年金保険の被保険者記録として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の当時の業務内容等に係る具体的な供述から判断すると、申立人

がＡ事業所Ｃ工場の建設工事に従事していたことはうかがえる。 

しかし、Ｂ事業所本社が保管する人事記録等の関連資料において、申立

人の氏名は確認できず、同社Ｃ工場においては、当時の関連資料は保管さ

れていないことなどから、申立人の当時の勤務実態、申立人への給与支給

の状況、給与からの厚生年金保険料の控除等を確認できる資料等は得られ

ない。 

また、申立人は、「勤務中の事故で入院する以前の期間において、同じ業



務に従事していた同僚はいなかった。」と供述している上、入院中の申立人

に給与を毎月届けていたとする上司も既に死亡していることなどから、申

立内容を確認できる供述は得られない。 

さらに、申立人は、「申立事業所及び入院していたＤ病院（現在は、Ｅ病

院）に、事故及び入院に関する資料が残っているはずである。」と主張して

いるところ、Ｂ事業所においては、当時の事故関係資料は保管されておら

ず、申立事業所が当時加入していたＡ事業所健康保険組合（現在は、Ｂ事

業所健康保険組合）に照会したが申立人の被保険者記録は確認できない上、

Ｅ病院においては、当時のカルテ等は既に廃棄されていることなど、申立

人の当時の社会保険の加入状況等も確認することができない。 

加えて、Ａ事業所Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当することとなった昭

和34年６月16日から36年４月18日までの期間の記録に、申立人の氏名は無

く、健康保険番号に欠番も無い。 

また、オンライン記録等によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和35年10月１日に申立人の妻と連番で払い出されていることが確認でき

る。 

なお、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同

社Ｃ工場が厚生年金保険の適用事業所に該当することとなった昭和34年６

月16日付けで厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認でき

る者のうち、申立人の主張する入社日（昭和34年５月12日）と同月である

34年５月18日付けで、厚生年金保険被保険者の資格を取得している者が29

人おり、このうちの４人から供述が得られたが、申立人のことを記憶する

者はいない上、当該被保険者名簿において、申立期間を含む同年５月１日

から36年６月30日までの期間の被保険者記録に、申立人の氏名は無く、健

康保険番号に欠番も無い。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正13年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和27年11月１日から29年２月１日まで 

    私は、昭和26年６月にＡ事業所に入社し、Ｂ都道府県Ｃ市区町村にあ

った同社の営業所において設計業務に従事していた。同事業所が厚生年

金保険の適用事業所に該当した27年11月１日から退社する29年１月末ま

での期間において、厚生年金保険に加入していたはずであるが、申立期

間に係る厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

    申立期間について調査の上、厚生年金保険の被保険者記録として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述から判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人

がＡ事業所の営業所に勤務していたことはうかがえる。 

 しかし、適用事業所名簿において、申立事業所は既に厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなっており、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿に記載されている当時の事業主及び申立人が記憶する役員等

も既に死亡していることから、申立人の厚生年金保険の加入状況、給与か

らの保険料控除等を確認できる資料及び供述は得られない。 

 また、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者へ照会を行っ

たところ５人から回答が得られ、うち二人は、申立人と業務内容は異なる

ものの同社の同じ営業所で勤務しており、申立人について記憶しているが、

当該二人からも申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたことを

うかがわせる供述は得られない上、当該同僚が記憶する申立人と同じ業務

に従事していた者について、前述の被保険者名簿において、厚生年金保険



の被保険者記録が確認できない。 

 さらに、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当することとなった昭和27年

11月１日から申立事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった

30年５月４日までの被保険者記録に申立人の氏名は無く、健康保険番号に

欠番も無い。 

加えて、申立人は、「厚生年金保険料の控除、及び健康保険被保険者証の

交付について覚えていない。」と供述している。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成13年３月３日から同年12月20日まで 

    私は、平成７年２月にＡ事業所をいったん退職した後、再度、申立期

間において当該事業所に勤務した。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者記録が無いが、Ａ事業所

に係る雇用保険の被保険者記録が確認できるので、当該期間について、

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所は、「当社の給与台帳等の資料において申立人の氏名は確認で

きないが、当社が保管する『Ｂ事業所』の給与台帳の平成13年３月から同

年12月までの記録に申立人の氏名が確認できる。」と回答していることな

どから判断すると、申立人が申立期間において、Ａ事業所に勤務していた

ものの、同社の代表取締役が役員を務めていたＢ事業所の従業員として在

籍していたものと推認できる。    

   しかし、Ｂ事業所に係る前述の給与台帳によれば、申立人の給与から厚

生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

   また、Ａ事業所の申立期間当時からの役員は、「当社とＢ事業所は、登

記簿上別会社だが、実体上の区別は無く、経理等の事務はすべて当社が行

っていた。申立人については、当時、事務担当者から、給与の手取りが多

い方が良いということで雇用保険しか加入しなかったと聞いたように記憶

している。」と供述している。 

   さらに、オンライン記録において、申立期間当時、Ｂ事業所は厚生年金

保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できるものの、Ａ事業

所は厚生年金保険の適用事業所に該当していたことが確認できるところ、

前述の給与台帳に登載されている申立人以外の３人は、当該給与台帳にお



いて、給与から厚生年金保険料等が控除されていることが確認できるとと

もに、オンライン記録において、当該３人についてＡ事業所における厚生

年金保険の被保険者記録が確認できる。 

加えて、Ａ事業所に係るオンライン記録によれば、申立期間を含む平成

13年２月21日から14年１月７日までの期間における厚生年金保険の被保険

者記録に、申立人の氏名等は無く、健康保険番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



徳島厚生年金 事案472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和37年10月18日から39年１月26日まで 

             ② 昭和48年３月６日から49年６月１日まで 

    申立期間①について、Ａ事業所で私の妻と一緒に勤務していたにもか

かわらず、当該事業所における厚生年金保険の被保険者記録が無いこと、

また、申立期間②について、昭和48年３月６日からＢ事業所に勤務して

いたにもかかわらず、当該事業所における厚生年金保険被保険者資格の

取得日が49年６月１日となっており、両申立期間に係る厚生年金保険の

被保険者記録が無いことに納得できない。 

両申立期間について、調査の上、厚生年金保険の被保険者記録として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、同僚の供述から判断すると、期間の特定はで

きないものの、申立人がＡ事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿において、Ａ事業所が厚生年金保険の

適用事業所に該当したのは昭和38年４月１日であり、申立期間①のうち

37年10月18日から38年４月１日までの期間について、当該事業所は厚生

年金保険の適用事業所に該当していなかったことが確認できる。 

    また、申立期間①のうち、昭和38年４月１日から39年１月26日までの

期間については、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

おいて、当該期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認でき、連絡

先が判明した６人に照会し二人から回答が得られたが、申立人を記憶し

ているものの申立内容について確認できる供述は得られない上、Ａ事業

所は既に解散し、役員等の連絡先も不明であるなど、申立人の当時の勤

務実態及び厚生年金保険料の控除等を確認できる関連資料や供述は得ら

れない。 



    さらに、前述の同僚について、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票において確認できる厚生年金保険被保険者資格の取得時期

が、当該同僚の供述する勤務開始時期と一致していないことから判断す

ると、Ａ事業所では、当時、必ずしもすべての従業員を入社と同時に厚

生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえる。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当した昭和38年４月１日か

ら39年４月１日までの期間の記録に、申立人の氏名等は無く、健康保険

番号に欠番も無い。 

また、申立人は「私の長女が産まれたころ（昭和38年＊月＊日出生）、

私及び私の妻は同時期にＡ事業所を退職し、私だけＣ事業所に勤務した。

Ｃ事業所を退職した後の期間において、私及び私の妻はＡ事業所に勤務

したことは無い。」と主張しているところ、Ｃ事業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票において、申立人は申立期間①中であり、申立

人の子が出生した昭和38年＊月＊日の直後である同年８月１日に厚生年

金保険被保険者の資格を取得していることが確認できるとともに、Ａ事

業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人の妻は、

同年４月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、39年１月26日に

同資格を喪失していることが確認できる。 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出されたＢ事業所Ｄ事務所にお

ける常傭労務者雇傭報告書によれば、申立人は、昭和48年３月６日付け

で同年５月31日までを期限として採用されており、備考欄の社会保険関

係欄には「失保加入（日雇健保手帳あり）」との記載が確認できるとこ

ろ、当該事業所は、「申立人は、採用条件が短期になっていることから、

当初は厚生年金保険に加入していなかった可能性がある。」と供述して

いる。 

また、申立期間②当時、Ｂ事業所Ｄ事務所で社会保険事務に携わって

いたとする同僚は、「申立人は、入社当初、日雇健康保険手帳を所持し

ており、印紙を継続して貼付していた。入社当初は厚生年金保険に加入

していなかったが、仕事の受注が増加したことにより継続雇用が見込ま

れ、正社員と同様の扱いとなり、厚生年金保険の加入手続を行った。」

と供述している。 

さらに、国民年金被保険者台帳によれば、申立期間②について、申立

人及び申立人の妻が国民年金に加入し、当該期間の保険料を納付してい

ることが確認できる。 

加えて、Ｂ事業所Ｄ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

によると、申立期間②を含む昭和28年11月４日から申立人が厚生年金保

険被保険者の資格を取得した49年６月１日までの期間の記録に、申立人

の氏名等は確認できない。 

なお、申立人がＢ事業所に採用された後に実際勤務していたと主張す



る同社Ｅ事務所については、適用事業所名簿において、厚生年金保険の

適用事業所に該当していないことが確認できる。 

３ このほか、申立人の給与から各事業主により厚生年金保険料が控除さ

れていたことをうかがわせる関係資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る

厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

 

 

 

 


